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知識の再吸収が研究開発活動の成果に与える影響 

 
○宮崎貴史，原田拓弥，大内紀知（青山学院大学） 

 
1. 序序論論 
 企業にとってイノベーションを生み出すこと

は重要な課題となっている。経営学では「イノベ

ーションを生み出す一つの方法は、既に存在して

いる知と知を組み合わせることである」という一

つのコンセンサスがある（入山, 2019）。しかし、
企業がその内部の知識のみを組み合わせる場合、

その組み合わせは限定的となる。また、生み出さ

れる知識も既存知識の段階的な進歩や次善の解

決策に限定される可能性が高い（Yang et al., 
2010)。そのため、企業が革新的なイノベーション
を生み出したり、持続的にイノベーションを生み

出したりするためには、効果的に外部の知識を活

用する必要がある。 
 外部知識の活用には、自社を起源とする知識の

再吸収という概念が存在する（e.g. Alnuaimi and 
George, 2016; Belenzon, 2012; Yang et al., 2010）。
知識の再吸収とは「自社から流出して外部組織が

発展させた知識を再び自社に取り込むこと」であ

る。これにより、企業は外部組織がどのように自

社の知識を活用するのか観察することができる。

また、その知識活用が外部企業のパフォーマンス

に与える結果も観察することができる。よって、

起源企業は外部企業が知識の活用によって成功

した行動を模倣し、失敗した行動を回避すること

ができる。このような学習のことを代理学習

（vicarious learning）という（Cyert and March, 
1963）。つまり、企業は再吸収によって代理学習
を行うことで、効果的に外部の知を活用すること

ができる。また、Yang et al（2010）では外部に
流出した知識を統合する再吸収によって企業の

特許出願数が増加することが実証的に明らかに

されている。さらに、特許の持つ再吸収の引用経

路と企業の市場価値の関係を実証的に分析した

Belenzon（2012）によれば、再吸収は企業の市場

価値に正の影響を与える。吉岡（小林）（2018）は、
NEDOプロジェクトを通じた研究開発コンソーシ
アムにおいて、自組織内の知識のみで発展した特

許と比べて、第三者の知識を介して再吸収を行っ

た特許の方が技術的な質が高い傾向にあること

を示している。これらの先行研究から、再吸収に

よって効率的に外部の知識を活用する事で、組織

の生み出す知識の量が増加し企業のパフォーマ

ンスも向上すると考えられる。 
一方、研究開発活動についてMarch（1991）の
提唱した「知の活用（exploitation）」と「知の探
索（exploration）」の両立に関心が高まっている。
「活用」とは組織がすでに所有している専門分野

の知識を継続して深める漸進的な組織学習であ

り、低いコストで堅実に知を構築できるという特

徴がある。また、「探索」とは新しい分野を求め知

識の多様性を広げる急進的な組織学習であり、一

度イノベーションが実現されると長期的な収益

が期待できる反面、高コストで探索が失敗に終わ

るリスクも大きいという特徴がある。Levinthal 
and March（1993） によると、組織は短期的な
効率性を求め「活用」に傾斜して「探索」がおろ

そかになることで、知識の多様性が低下し中長期

的なイノベーションが停滞するコンピテンシー

トラップに陥りやすいとしている。つまり、企業

が持続的にイノベーションを生み出すためには、

「探索」による知識の多様性の確保が重要となる。 
 これまでの再吸収に関連する研究は再吸収に

よって生み出される知識の量や質に着目してい

る。一方で再吸収は自社の知識を起源とすること

から、再吸収によって吸収される外部の知識はも

ともと自社が保有していた知識と技術的に近い

知識であると考えられる。つまり、再吸収によっ

て組織は効率的に新たな知識を生み出すものの、

長期的には知識の多様性が狭まってしまう可能
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性も考えられる。 
このような問題意識のもと、本研究では特許の

引用情報に着目して、再吸収が特許レベル及び企

業レベルの探索する知識の多様性に与える影響

を検討することを目的とする。 
 本研究では、まず、引用情報を用いて分析対象

の特許（焦点特許）を、再吸収している特許（再

吸収あり特許）と再吸収していない特許（再吸収

なし特許）に分類する。その後、一つの特許が探

索する知識の探索範囲について、再吸収あり特許

と再吸収なし特許で比較する。さらに、企業全体

での探索する知識の多様性について、再吸収あり

特許群と再吸収なし特許群で比較する。 
 
2. 分分析析対対象象 
 本研究は米国登録特許を用いて分析を行う。焦

点特許は 2010 年に出願された特許とする。焦点
特許が引用した特許（1段階引用特許）と 1段階
引用特許が引用した特許（2 段階引用特許）につ
いては 2000年から 2009年までの 10年間に出願
された特許を対象とする。また、対象企業は、2000
年から 2010 年までの 11 年間に出願された電気
分野の米国登録特許の出願件数上位 5 社（IBM, 
SAMSUNG, SONY, TOSHIBA, Panasonic）とし
た。分析に用いた対象特許数を表表 11に示す。 
 

表表 11  分分析析特特許許数数  

企業名 
2段階引用
特許 

1段階引用
特許 

焦点特許 

IBM 166,639 29,411 4,040 

SAMSUNG 136,384 20,171 3,722 

SONY 76,274 10,033 2,064 

TOSHIBA 47,753 7,644 1,688 

Panasonic 44,405 6,934 1,531 

合計 471,455 7,495 13,045 

 
3. 再再吸吸収収あありり特特許許のの抽抽出出  
 本研究では、竹邑他（2019）と同様に特許の引
用情報を用いて再吸収引用経路を定義した。ある

一つの焦点特許に対して、その 1段階引用特許が

他社特許であり、その他社特許が引用する 2段階
引用特許が自社特許である場合、この経路を再吸

収経路とする（図図 11）。また、本研究では特許の引
用経路に一つでも再吸収経路が存在するとき、そ

の特許を再吸収あり特許とする。 
 

 
図図 11..  再再吸吸収収経経路路のの定定義義  

 
各企業の再吸収特許数と、再吸収特許割合を表表

22に示す。 
 

表表 22  再再吸吸収収特特許許のの件件数数  

企業名 焦点特許数 
再吸収 

特許数 

再吸収 

特許割合 

IBM 4,040 3,182 78.8% 

SAMSUNG 3,722 1,731 46.5% 

SONY 2,064 799 38.7% 

TOSHIBA 1,688 522 30.9% 

Panasonic 1,531 580 37.9% 

合計 13,045 6,814 52.2% 

 
4. 探探索索すするる知知識識のの多多様様性性 
4.1．．一一つつのの特特許許がが探探索索すするる知知識識のの範範囲囲 
4.1.1．．分分析析手手法法 
 多くの先行研究では、引用した特許から探索す

る知識の計測をしている（e.g. Rosenkopf and 
Nerkar；2001）。本研究でもこれに従い、一つの
特許が探索する知識の範囲には、各特許の 1段引
用特許に付与されている技術分野を用いる。技術

分野は国際特許分類（IPC） のサブクラスまでの
情報から判別する。 
各焦点特許が引用している特許に出現する IPC
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を調べ、それらの種類数を探索する知識の範囲と

する。図図 22にその算出方法を簡単な例で示す。焦
点特許の特許 Xは、特許 A と特許 B を引用して
おり、特許 Aの IPCとして、H01L、G06Fが付
与されており、特許Bの IPCとしてH01L、H04N、
H04L が付与されているとする。この場合、特許
A と特許 B を合わせて、H01L、G06F、H04N、
H04Lの 4種類の IPCが存在することから、特許
Xの探索範囲を 4とする。同様に、特許 Yの探索
範囲は 2となる。 
 

 
図図 22  一一つつのの特特許許がが探探索索すするる知知識識のの範範囲囲  

 
このような方法で、全ての特許について、探索

範囲を計測する。その上で、再吸収あり特許と再

吸収なし特許で探索範囲を比較する。 
 
4.1.2．．結結果果 
 企業ごとに、再吸収あり特許と再吸収なし特許

の引用先に出現する IPCの種類数の平均値と t検
定の結果（P値）を表表 33に示す。 
 
表表 33  一一つつのの特特許許がが探探索索すするる知知識識のの範範囲囲のの比比較較  
企業名 再吸収なし 再吸収あり P値 

IBM 2.000 2.111 P<0.01 

SAMSUNG 1.833 2.778 P<0.01 

SONY 1.395 1.803 P<0.01 

TOSHIBA 1.491 2.259 P<0.01 

Panasonic 1.833 2.778 P<0.01 

合計 1.615 3.500 P<0.01 

 

一つの特許が引用している IPC の種類数は再
吸収あり特許のほうが多いことがわかる。この理

由の一つとして、再吸収では、企業は他社がどの

ように自社の知識を活用するのか観察すること

ができるため、自社の知識に関連する多くの知識

を探索することが可能になることが考えられる。 
 
4.2．．企企業業全全体体ででのの探探索索すするる知知識識のの多多様様性性 
4.2.1．．分分析析手手法法 
企業全体での探索する知識の多様性は、各 IPC
を探索する焦点特許の数を基に、ハーフィンダー

ル・ハーシュマン指数（HHI）を用いて計測する。 
図図 33に、各 IPCを探索する焦点特許の数の計測方
法について、簡単な例を示す。ある企業の再吸収

なし特許が特許 I、II、III、IVの 4件あり、4.1節
で求めた各特許の探索範囲である IPC がそれぞ
れ「G11C、H04L、「G06F、H04L」、「G11C、H04N」、
「G06F、H04N」とする。このとき、各 IPCを探
索する焦点特許の数は G06F が 2、G11C が 2、
H01L が 2、H04L が 2 となる。同様に、再吸収
ありの各 IPCの探索する焦点特許の数はG06Fが
4、G11Cが 4となる。 
 

図図 33  各各 IIPPCCをを探探索索すするる焦焦点点特特許許のの数数 
 
この集計結果をもとに式（1）を用いて企業ごと
に再吸収あり特許群と再吸収なし特許群の HHI
を算出する。 

 𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻 = ∑ (
𝐻𝐻𝐼𝐼𝐼𝐼𝑗𝑗の出現回数

全𝐻𝐻𝐼𝐼𝐼𝐼の出現回数の合計
)

2

𝑗𝑗
   (1) 
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4.2.2．．結結果果 
本分析での焦点特許が引用している特許（1 段

階引用特許）に出現する IPC は 528 種類であっ
た。それらの IPCを探索した焦点特許の数を基に
算出した HHIの結果を表表 44に示す。 
 

表表 44  HHHHIIのの比比較較  
企業名 再吸収なし 再吸収あり 

IBM 0.064 0.067 

SAMSUNG 0.033 0.038 

SONY 0.039 0.051 

TOSHIBA 0.046 0.062 

Panasonic 0.026 0.029 

 
 どの企業も再吸収なし特許群の HHI が小さい
ことから、探索する知識の多様性は再吸収なし特

許群の方が大きくなると考えられる。 
 
44..33．．考考察察  

 一つの特許が探索する知識の範囲については、

再吸収あり特許の探索の範囲が広くなっていた。

逆に、企業全体での探索する知識の多様性につい

ては、再吸収なし特許群の多様性が広くなってい

た。これは、再吸収により、一つの特許が探索す

る知識の範囲は広くなるが、同じような知識を探

索するため、企業全体としての多様性が狭まって

しまう可能性が考えられる。ただし、今回の分析

は、限られたデータでの分析であるため、更なる

検証が必要である。 
 
5. 結結論論とと今今後後のの課課題題 
本研究では、特許データを用いて再吸収あり特

許と再吸収なし特許が探索する知識の多様性を

比較した。その結果、再吸収によって組織全体で

の探索する知識の多様性が小さくなる可能性が

示唆された。 
Belenzon（2012）によると、再吸収は企業の市

場価値に対して正の影響を与える。よって、企業

は市場価値向上のために再吸収による研究開発

を促進すると考えられる。しかし、再吸収によっ

て企業の探索する技術の多様性が狭まるとする

と、再吸収による研究開発は短期的な企業のパフ

ォーマンスに対して正の影響を与えるが、長期的

には多様性の減少によってパフォーマンスが持

続できない可能性もある。このような視点も踏ま

えた更なる研究が今後望まれる。 
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